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日本食品衛生協会における
食品事業者へのHACCP 実施の支援

公益社団法人日本食品衛生協会
令和３年９月９日（木）
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公益社団法人日本食品衛生協会について

・設立
・理事⾧

昭和23年
鵜飼 良平

・会員数 正会員 59団体（都道府県市食品衛生協会）
各食品衛生協会に所属する構成員のうち、飲食店営業の割合は約60％

特別会員 約240（団体・個人）
・主な事業  食品衛生指導員活動事業

 食品衛生月間活動、ノロウイルス食中毒予防強化期間事業
 食の安心・安全・五つ星事業
 手洗いマイスター制度
 HACCP推進のための取組
 各種講習会の開催、消費者への情報提供
 食品等の試験・検査業務
 食品衛生図書等の出版事業
 食品営業賠償共済制度の実施 等

【目 的】
全国の食品衛生協会と連携を図り、飲食等に起因する中毒、感染症及び
その他の危害の発生を防止するための諸事業を行い、食品関係事業者への
食品衛生管理の指導等並びに消費者へ食品衛生知識の向上のための普及啓発を行い、
もって、公衆衛生の向上と国民の健康増進に寄与すること
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1.HACCP推進のための取組（公益事業部）

2.食の安心・安全・五つ星事業（公益事業部）

3.食品衛生指導員活動（公益事業部）

4.手洗いマイスター制度（公益事業部）
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公益事業部 HACCP推進のための取組
１．HACCP認定加速化事業（農林水産省補助事業）

一般衛生管理の研修:eラーニング＋WEB研修（1日）×3回

HACCP導入に関わる研修会:eラーニング+WEB演習（1日）×3回

HACCP妥当性確認・検証研修:eラーニング+WEB演習（1日）×3回

HACCP指導者養成研修:eラーニング＋WEB演習（2日）×4回

２．証明書発給等の体制強化支援事業（農林水産省補助事業）
自治体職員向け研修会の実施

食肉や水産物の輸出に関する研修等 計13回

３．食品衛生法改正事項実態把握事業（厚生労働省補助事業）
HACCPに沿った衛生管理の実施状況等の調査

４．業界団体作成 手引書作成支援
ホテル協会、弁当サービス協会、全旅連、チェーンストア協会 等

５．HACCP普及指導員 指導助言
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令和3年度農林水産物・食品輸出促進対策事業
HACCP認定加速化支援事業

（農林水産省補助事業）

目 的:HACCP認定取得等の加速化を図るため、輸出実施している又は
検討している食品製造・流通事業者等を対象に各種研修会を実施
する

事業内容:eラーニングと＋EB研修
（１）一般衛生管理の研修

2020年に改訂されたコーデックスの食品衛生の一般原則や食品衛
生法に基づく一般衛生管理、FSMA、ハザードやハザードコント
ロールの理解

（２）HACCP導入に関する研修
コーデックスHACCPに基づき、7原則12手順によりハザード分析や
HACCPプランの構築等、適切な運用方法の習得

（３）HACCP妥当性確認・検証研修
HACCPプランの妥当性確認、プランやシステムへの検証活動を理
解し、方法の習得

（４）HACCP指導者養成研修
HACCP本質への理解を深め、指導・助言のポイントを学ぶ
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HACCP関連 研修会の構成
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eラーニング
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HACCP普及指導員
厚生労働省の施策を踏まえ、HACCPの普及推進を図り事業者のHACCP導入を支援す
るため、平成28年4月より「HACCP普及指導員制度」を実施（食品衛生管理士制度を
見直し）

【HACCP普及指導員とは】
「HACCPに関する相当程度の知識を持つと認められる者（平成9年2月3日付厚生
省通知）」の要件を満たす講習会を修了し、当協会が平成27年度より実施している
「HACCP指導者研修会」を修了された方で、当協会に登録いただいた方

（令和3年度現在 351名）

【主な業務等】
① 食品事業者に対して、一般的衛生管理および HACCP による衛生管理の導入、

運営に関する指導および助言を行う。また、その他食品衛生に関する指導・助言、相
談を行う。

② 食品衛生指導員に対して、食品衛生に関する指導・助言、相談を行う。
③ 消費者に対して、食品衛生の普及および情報の提供を行う。
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その他の取組
1. 食の安全・安心ダイアル（電話・WEB）

電話は 月曜 木曜
WEBは 随時 対応 → 対応履歴は共有ファイルに入力

2. 講師・派遣
地方自治体、特別会員、企業からの個別依頼に対応
食品等事業者への監査、指導助言など

3. 執筆・取材
業界団体からの会報等掲載文書の執筆など
報道関係からの取材対応など

4. 農薬リスクコミュニケーション（厚生労働省委託事業）

5. 中国の輸入規制に対応するための体制整備実証調査事業
（農林水産省委託事業）
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食の安心・安全・五つ星事業

・食品等事業者が日々行っている食品衛生対策のうち重要な5項目
①従事者の健康管理実施店
②食品衛生講習会受講店
③衛生害虫等の駆除対策店
④食品衛生管理記録実施店
⑤食品賠償責任保険加入店

食品衛生指導員→

判定

食品等事業者が安心で安全な食品を消費者の方々に提供するために、
日々行っている衛生管理対策についての実施状況等をプレートで店頭に掲示する
ことにより、消費者が店選びの目安となるよう実施
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●五つ星プレートで伝える
食協会員の衛生管理

食協会員

•自らが実施している食品衛生管理を消費者へPR→非会員との差別化、
（食品衛生対策の）日頃の努力に対する評価になる

消費者

•消費者の皆様が安心して食事をしたり、食品を購入するときの目安とし
て利用→安心なお店を選択でき、会員の店舗を積極的に利用する

食品衛
生指導
員

•毎年度、各項目の実施状況を確認して、プレートの当該項目に☆シー
ルを貼付→食品衛生指導員業務に対する権威づけ

食品衛
生協会

•会員の衛生管理向上→食中毒事故の減少（消費者保護）、会員増強
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44支部 314支所（令和３年８月末現在）

「食の安心・安全・五つ星事業」実施支部

北海道支部のみ実施

さいたま市支部のみ実施

千葉県支部のみ実施

名古屋市支部のみ実施

兵庫県支部のみ実施
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食品衛生指導員活動

・食品衛生協会活動の中核
・昭和35年（1960）より実施
・食品衛生指導員資格:養成課程を修了した食品等事業者（全国約50,000名）

保 健 所
（連携）

食品衛生巡回指導
（食品衛生に関する記録の保持、手洗いの励行等の指導・助言）

食品衛生指導員

食品営業施設

※自主衛生管理体制の推進

【目的】
・法令遵守に関する事項、
・食品衛生思想の普及啓発、
・健康被害者救済等に係る事項について
実践活動を行うことにより、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止
し、もって国民の健康の保護に寄与することを目的とする
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手洗いマイスター制度

⇒食品衛生指導員活動を通じて、食品取扱者に手洗いの意義や根拠に基づく手
洗い手順、環境整備の必要性を普及啓発し、食中毒の未然防止を図る

所定のカリキュラム
「手洗いマイスター」の称号を付与

近年、人の手を介した二次汚染を原因とする食中毒が増加
⇒ 食品等事業者による自主衛生管理の徹底が急務

特に食品を汚染させないための衛生的な手洗いの維持継続、習慣化が重要

※「手洗いマイスター」カリキュラム
（１）なぜ、手を洗わなければならないか
（２）食品取扱者が行う手洗いの目的と基本的な考え方
（３）手洗い設備について
（４）日食協が推奨する衛生的な手洗い
（５）手洗いの確認・検証方法について（実践）


